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指名競争参加業者の指名基準等の運用等について（通達）

見出しのことについては、下記のとおりとするので、遺漏のないようにされ

たい。

なお、本通達の実施に伴い、「指名競争参加業者の指名基準等の運用等につ

いて」(平成31年３月29日付け警察庁丁会発第439号）は廃止する。

記

１ 指名競争参加業者の指名基準等

別添１「指名競争参加業者の指名基準等の運用等について」(平成13年府

会第714号。最終改正平成26年３月24日。）によるものとする。

２ 指名競争参加業者の選定等に関する合議制機関の設置

上記１の運用に当たっては、指名競争の透明性及び公正を確保するため、

原則として、各官署において、指名競争参加業者の審議を行う合議制の機関

を設置するものとし、一定の基準に該当する指名競争契約を行う場合には、

当該機関による審査を経て指名競争参加業者を決定すること。

なお、警察庁においては、別添２の「指名競争参加業者選定委員会設置要

綱」を制定し、合議制の機関として「指名競争参加業者選定委員会」を設置

しているので参考とされたい。



指名競争参加業者の指名基準等の運用等について 

 

平成 13年 6月 19日 

府 会 第 7 1 4 号 

改正 平成 22年 9月 28日 

最終改正 平成 26年 3月 24日 

 

 

  内閣府所管契約事務取扱細則（平成 13年 1月 6日内閣府訓令第 38号）に定める指名基

準等について、別添のとおり運用基準等を定め、平成 13年 4月 1日から適用することとし

たので通知する。 

  なお、貴管下関係機関には、貴職から周知徹底を図るとともに、「指名競争参加業者の指

名基準等の運用等について」については、各契約窓口に備え付ける等公表することとされ

たい。 

 

１ 建設工事に関する契約を指名競争に付そうとする場合において、内閣府所管契約事務

取扱細則（平成 13年内閣府訓令第 38号。以下「訓令」という。）に定める指名競争基準

等を運用するに当たっては、以下に掲げるところにより取り扱うものとする。 

  (1) 不誠実な行為の有無 

次に掲げる事項に該当する場合は原則として指名しないこと。 

    ① 有資格業者の役員等（使用人を含む。）が贈賄若しくは談合の容疑により逮捕され

若しくは逮捕を経ないで公訴を提起されたとき又は業務に関し私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54号。以下「独禁法」という。）に

違反したとき等工事の請負契約の相手方として不適当であると認められる場合。 

    ② 当該契約担当官等が発注する工事に係る請負契約に関し、次に掲げる事項に該当

し、当該状態が継続していることから請負契約の相手方として不適当であると認め

られる場合。 

      ア 工事請負契約書に基づく工事関係者に関する措置請求に請負者が従わないこと

等請負契約の履行が不誠実である場合。 

      イ 一括下請、下請代金の支払遅延、特定資材等の購入強制等について、関係行政

機関等からの情報により請負者の下請契約関係が不適切であることが明確である

場合。 

③ 前各号に掲げる場合のほか、業務に関し不正又は不誠実な行為をし、工事の請負

契約の相手方として不適当であると認められる場合。 

  (2) 経営状況 

      手形交換所による取引停止処分又は主要取引先からの取引停止の事実等があり、経

営状態が著しく不健全であると認められる場合は指名しないこと。 

  (3) 工事成績等 



      当該契約担当官等が発注する工事に関し、工事成績及び施工状況等を総合的に勘案

すること。 

  (4) 請負工事の状況 

      当該地域における請負中の工事の状況からみて当該工事を施工する能力があるかど

うかを総合的に勘案すること。この場合において、当該者が次の表の上段に掲げる者

である場合は、同表の下段に掲げる基準により勘案するものとする。 

 

当   該   者 基     準 

合併により新たに設立された会

社（以下「合併新設会社」という。）

又は合併により、その一方が存続し

た会社（以下「合併存続会社」とい

う。） 

それぞれ合併前の合併当事会社の施

工金額及び受注金額の合計  

① 親会社がその営業（建設業）の

一部を独立させるため新たに

子会社を設立し、子会社が親会

社の当該営業部門を譲り受け

たことにより、親会社の当該営

業部門の営業活動が廃止され、

又は休止された場合における

子会社 

②  新たに会社が設立され、当該

会社が他の会社の営業（建設

業）の全部又は一部を譲り受け

たことにより当該営業を譲渡

した会社（以下「承継譲渡会社」

という。）の当該営業部門の営

業活動が廃止され、又は休止さ

れた場合における新設会社（以

下「承継譲受会社」という。 

③  既存の建設業者が他の建設

業者から営業（建設業）の全部

又は一部を譲り受けたことに

より当該営業を譲渡した建設

業者（以下「譲渡業者」という。）

の当該営業部門の営業活動が

廃止され、又は休止された場合

 営業（建設業）の全部を譲り受けた

場合等、合併と同等とみなし得る場合

にあっては、親会社と子会社、承継譲

渡会社と承継譲受会社、又は譲渡業者

と譲受業者の施工金額及び受注金額の

合計 



における当該営業を譲り受け

た建設業者（以下「譲受業者」

という。） 

営業（建設業）の全部を他の会社

に承継させるために会社分割を行

った会社（以下「分割会社」という。）

の当該営業部門の営業活動が廃止

され、又は休止された場合における

当該営業を承継した会社（以下「分

割承継会社」という。）  

営業（建設業）の全部を分割した場

合等、合併とみなし得る場合にあって

は、分割会社と分割承継会社の施行金

額及び受注金額の合計 

 「建設業法の規定により、経営事

項審査の項目及び基準を定める件」

（平成 6年建設省告示第 1461号）

附則四に掲げる要件のいずれにも

適合するものとして国土交通大臣

が認定した企業集団に属する建設

業者（以下「企業集団に属する建設

業者」という。）  

 企業集団に属する全建設業者の施工

金額及び受注金額の合計 

 

  (5) 当該工事の施工についての技術的適性 

      次に掲げる事項に該当するかどうかを総合的に勘案すること。 

    ① 当該工事と同種工事について相当な施工実績があること。 

    ② 当該工事の施工に必要な施工管理又は品質管理等の技術的水準と同程度と認めら

れる技術的水準の工事について施工実績があること。 

    ③ 地形若しくは地質等自然的条件又は周辺環境条件等当該工事の作業条件と同等と

認められる条件下での施工実績があること。 

    ④ 当該工事を施工するに足りる有資格技術職員が確保できると認められること。 

    ⑤ 前記①から③までの場合において、当該者が合併新設会社又は合併存続会社であ

る場合の施工実績は、合併前の合併当事会社を一つの会社とみなした場合の施工実

績とし、当該者が子会社、承継譲受会社、譲受業者又は分割承継会社である場合の

施工実績は、営業（建設業）の全部を譲り受け又は分割により承継した場合など合

併と同等とみなし得る場合に限り、それぞれ親会社と子会社、承継譲渡会社と承継

譲受会社、譲渡業者と譲受業者又は分割会社と分割承継会社を一つの会社とみなし

た場合の施工実績とし、当該者が企業集団に属する建設業者である場合の施工実績

は、企業集団に属する全建設業者を一つの会社とみなした場合の施工実績とする。 

  (6) 受注意欲 

      新しい技術・工法等についての開発状況、施工体制の強化又は安全管理の強化等の

状況及び広報活動における受注意欲の有無を総合的に勘案すること。 



  (7) 地域性及び地元業者への配慮 

    ① 本店、支店又は営業所等の所在地及び当該地域での工事実績等から見て、当該地

域における工事の施工特性に精通し、工種及び工事規模等に応じて当該工事を確実

かつ円滑に実施できる体制が確保できるかどうかを総合的に勘案すること。 

    ② 地域経済の振興、地元中小企業の育成等の観点から、地元業者の指名状況及び受

注状況を総合的に勘案すること。 

  (8) 安全管理及び労働福祉の状況 

    ① 当該契約担当官等が発注する工事について、安全管理の改善に関し労働基準監督

署等からの指導があり、これに対する改善を行わない状態が継続している場合であ

って明らかに請負契約の相手方として不適当であると認められるときは、指名しな

いこと。 

    ② 安全管理の状況が優良であるかどうかを総合的に勘案すること。 

    ③ 当該契約担当官等が発注する工事について過去２年間に死亡者の発生及び休業８

日以上の負傷者の発生がないこと等安全管理成績が特に優良である場合は、これを

十分尊重すること。 

    ④ 賃金不払に関する労働省からの通報があり、当該状態が継続している場合であっ

て明らかに請負契約の相手方として不適当であると認められるときは、指名しない

こと。 

    ⑤ 当該契約担当官等が発注する工事について、建設業退職金共済組合又は中小企業

退職金共済事業団と退職金共済契約を締結していないかどうか等を総合的に勘案す

ること。 

    ⑥ その他労働福祉の状況が特に優良である場合は十分尊重すること。 

  (9) 指名及び受注の状況 

      受注機会の均等の観点から、当該年度の指名状況及び受注の状況を総合的に勘案す

ること。この場合において、当該者が合併新設会社、合併存続会社、子会社、承継譲

受会社、譲受業者、分割承継会社又は企業集団に属する建設業者である場合の指名状

況及び受注の状況については、(4)に定める表の基準によるものとする。 

  (10) 前記(4)、(5)及び(9)の規定は、当該者が中小企業団体の組織に関する法律（昭和

32年法律第 185 号）に規定する協業組合の場合に準用する。 

 

２ 測量・建設コンサルタント等業務（以下「測量業務等」という。）に関する契約を指名

競争に付そうとする場合において、訓令に定める指名競争基準等を運用するに当たって

は、以下に掲げるところにより取り扱うものとする。 

  (1) 不誠実な行為の有無 

      次に掲げる事項に該当する場合は原則として指名しないこと。 

    ① 有資格業者の役員等（使用人を含む。）が贈賄若しくは談合の容疑により逮捕され

若しくは逮捕を経ないで公訴を提起されたとき又は業務に関し独禁法に違反したと

き等測量業務等の契約の相手方として不適当であると認められる場合。 



    ② 当該契約担当官等が発注する測量業務等に係る契約に関し、当該業務に係る秘密

保持を怠る等契約の履行が不誠実であり、当該状態が継続していることから契約の

相手方として不適当であると認められる場合。 

    ③ 前各号に掲げる場合のほか、業務に関し不正又は不誠実な行為をし、測量業務等

の契約の相手方として不適当であると認められる場合。 

  (2) 経営状況 

      手形交換所による取引停止処分又は主要取引先からの取引停止の事実等があり、経

営状態が著しく不健全であると認められる場合は指名しないこと。 

  (3) 業務成績等 

      当該契約担当官等が発注する測量業務等に関し、業務成績及び実施状況等を総合的

に勘案すること。 

  (4) 請負業務の状況 

      測量業務等の請負中の業務の状況から見て当該業務を実施する能力があるかどうか

を総合的に勘案すること。 

  (5) 当該測量業務等についての技術的適性 

      次に掲げる事項に該当するかどうかを総合的に勘案すること。 

    ① 当該業務と同種又は類似業務について相当な実績があること。 

    ② 当該業務の遂行に必要な設計又は調査等の技術的水準と同程度と認められる技術

的水準の類似業務について実績があること。 

    ③ 地形若しくは地質等自然的条件又は周辺環境条件等当該業務の作業条件と同等と

認められる条件下での業務実績があること。 

    ④ 当該業務の作業項目に応じ、必要と認められる有資格技術職員が確保できると認

められること。 

  (6) 受注意欲 

      新しい技術・工法等についての開発状況、実施体制の強化又は安全管理の強化等の

状況及び広報活動における受注意欲の有無を総合的に勘案すること。 

  (7) 地域性及び地元業者への配慮 

    ① 本店、支店又は営業所等の所在地及び当該地域での業務実績等から見て、当該地

域における測量業務等の特性に精通し、工種及び業務規模等に応じて当該測量業務

等を確実かつ円滑に実施できる体制が確保できるかどうかを総合的に勘案すること。 

    ② 地域経済の振興、地元中小企業の育成等の観点から、地元業者の指名状況及び受

注状況を総合的に勘案すること。 

  (8) 安全管理及び労働福祉の状況 

    ① 当該契約担当官等が発注する業務について、安全管理の改善に関し労働基準監督

署等からの指導があり、これに対する改善を行わない状態が継続している場合であ

って明らかに契約の相手方として不適当であると認められるときは、指名しないこ

と。 

    ② 安全管理の状況が優良であるかどうかを総合的に勘案すること。 



    ③ 賃金不払に関する労働省からの通報があり、当該状態が継続している場合であっ

て明らかに契約の相手方として不適当であると認められるときは、指名しないこと。 

    ④ その他労働福祉の状況が特に優良である場合は十分尊重すること。 

  (9) 指名及び受注の状況 

      受注機会の均等の観点から、当該年度の指名状況及び受注の状況を総合的に勘案す

ること。 

 

３ 物品の製造、物品の購入、役務及び物品の売払に関する契約を指名競争に付そうとす

る場合において、訓令に定める指名競争基準等を運用するに当たっては、以下に掲げる

ところにより取り扱うものとする。 

(1) 不誠実な行為の有無 

      次に掲げる事項に該当する場合は原則として指名しないこと。 

    ① 私的独占、不当な取引制限又は不公正な取引方法等の事実による独禁法違反等経

済活動に伴う法令違反を犯したために社会的信用度が著しく低下しており、競争に

参加させるのが適当でないと当該契約担当官等が判断する場合。 

    ② 過去の実績において、債務不履行又はそれに準ずる不誠実な履行があり、当該契

約の確実な履行が期待できないことが明白であると認められる場合。 

  (2) 経営状況 

      手形交換所による取引停止処分又は主要取引先からの取引停止の事実等があり、経

営状態が著しく不健全であると認められる場合は指名しないこと。 

  (3) 契約履行能力及び技術的適性 

    ① 当該契約と同種又は類似の契約の履行について相当な実績があり、当該契約につ

いても特に確実かつ円滑な履行が期待できると認められる場合は十分尊重すること。 

    ② 特殊な技術等を要する契約については、当該契約の適正な履行に必要な技術的水

準と同程度と認められる技術的水準の契約を履行した実績があるかどうかを総合的

に勘案すること。 

  (4) 受注意欲 

      新しい技術・製法等についての開発状況、物品の供給体制又は役務の提供体制の強

化等の状況及び広報活動における受注意欲の有無を総合的に勘案すること。 

  (5) 地域性及び地元業者への配慮 

    ① 本店、支店又は営業所等の所在状況について、契約の履行期限又は履行場所等に

照らし、当該契約を確実かつ円滑に履行できる体制が確保できるかどうかを総合的

に勘案すること。 

    ② 地域経済の振興、地元中小企業の育成等の観点から、地元業者の指名状況及び受

注状況を総合的に勘案すること。 

  (6) 指名及び受注の状況 

      受注機会の均等の観点から、当該年度の指名状況及び受注の状況を総合的に勘案す

ること。 



 

４ 前記１から３までの規定のほか、内閣府所管各組織等が行う売買、賃貸借、請負その

他の全契約（当該契約に関係する下請契約、再委任契約等を含む。以下「公共事業等」

という。）からの暴力団排除を徹底するため、これらの契約を指名競争に付そうとする場

合において、訓令に定める指名競争基準等を運用するに当たっては、以下に掲げるとこ

ろにより取り扱うものとする。 

不誠実な行為の有無  

   次に掲げる事項に該当する場合は指名しないこと。 

    ① 「内閣及び内閣府所管各組織等が行う公共事業等からの暴力団排除の推進に関する

合意書」（平成 25 年 12 月 11日警察庁丁暴発第 381号、閣総会第 514号、府会第 1190

号）（以下「合意書」という。）に基づき、有資格業者について、暴力団が実質的に経

営を支配する者又はこれに準ずる者として警察から排除要請があった場合。 

 ②  合意書に基づき、暴力団員等による不当介入を受けた契約相手方が、警察への通

報等及び契約担当官等への報告を怠ったことが確認された場合。 

    なお、著しく信頼関係を損なう行為に該当するとまではいえず、指名停止を行わ

ない場合は、「内閣府本府における物品等の契約に係る指名停止等措置要領」（平成

13年 6月 19 日内閣府大臣官房会計課長決定）第 6条に基づき、書面による警告又は

注意の喚起を行うものとする。 

 

      附 則 

  この通達は、平成 14年 12月 19日から施行する。ただし、平成 14年 12月 19日から平

成 15年 3月 31 日までに訓令第 9条第 2項の規定により競争参加申請者から平成 14年度分

の申請者の提出があった場合には、従前の例による。 

 

      附 則 

  この通達は、平成 22年 10月１日から施行する。 

 

      附 則 

  この通達は、平成 26年 4月１日から施行する。 
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指名競争参加業者選定委員会設置要綱

１ 委員会の設置

警察庁長官官房会計課に、指名競争参加業者選定委員会（以下「委員会」という。）

を置く。

２ 委員会の目的

委員会は、警察庁における指名競争契約において、契約を担当する者の個人的恣意

を排除し、指名競争の一層の透明性及び公正の確保を図るため、指名予定業者の選定

審査を行う。

３ 委員会の組織及び運営

（１） 委員会は、委員長及び委員をもって組織する。

（２） 委員長は、長官官房会計課企画官をもって充てる。

（３） 委員は次に掲げる者をもって充てる。

ア 長官官房技術企画課理事官

イ 長官官房会計課課長補佐（監査）

ウ 長官官房会計課課長補佐（管財）

エ 長官官房会計課課長補佐（施設）

オ 長官官房会計課課長補佐（調達）

カ 長官官房会計課理事官（装備室）

キ 長官官房通信基盤課理事官

（４） 委員長は、必要により委員以外の者に対し、委員会への出席を求めることがで

きる。

（５） 委員長は、委員会の事務を掌理する。

（６） この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は委員長が定め

る。

４ 委員会の開催

次に掲げる契約を指名競争に付そうとする場合において、競争に参加する業者を選

定する際には、委員会を開催しその決定を経なければならない。

一 予定価格が２５０万円を超える工事又は製造をさせる契約

二 予定価格が１６０万円を超える財産を買い入れる契約

三 予定賃借料の年額又は総額が８０万円を超える物件を借り入れる契約

四 予定価格が５０万円を超える財産を売り払う契約

五 予定賃借料の年額又は総額が３０万円を超える物件を貸し付ける契約

六 工事又は製造の請負、財産の売買及び物件の賃貸借以外の契約でその予定価格が

１００万円を超えるもの。

５ 庶務

委員会の庶務は、物品の製造・購入等の契約に関することは長官官房会計課調達担

当、営繕工事等の契約に関することは長官官房会計課施設担当において行う。
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指名競争参加業者選定委員会運営要領

１ 警察庁における契約について、指名競争に付そうとする場合には、原

則として、契約予定期日の１箇月前までに、別紙様式１の指名競争参加

業者選定審査申請書を委員会に提出し、委員会の承認を得なければなら

ない。

２ 各所属長等から前項の申請があった場合には、委員長は速やかに委員

会を開催する。

なお、委員会の開催通知は、各委員及び委員長が必要と認めた者に通

知する。

３ 緊急の場合は、委員会開催に代えて持ち回り合議により審査できるも

のとする。

４ 委員会の進行は、物品の製造・購入等の契約に関することは長官官房

会計課課長補佐（調達）、営繕工事等の契約に関することは長官官房会計

課課長補佐（施設）が行う。

５ 審査案件の適否の判定は、委員会全員の合意又は合意を得られない場

合は、委員長の採決により行う。

６ 委員長又は委員が出席できない場合は、代理者が出席するものとする。

７ 委員会の審査内容は、別紙様式２により記録するものとする。

８ 適否の判定結果は、別紙様式１の選定委員会決定通知をもって所属長

等に通知する。



別紙様式１

令和○○年○○月○○日

指名競争参加業者選定委員会 殿

所属長名等 印

指名競争参加業者選定審査申請書

購入等予定品目等

予 定 数 量

契 約 予 定 年 月

納入等予定年月

概算予定金額

指名予定業者名

格 付 け

指 名 競 争 契 約 及 び 選 定 理 由

１ 使用目的

選 定 委 員 会 審 査 決 定 通 知 書

選定委員会開催年月日

選 定 委 員 会 判 定 適 否

否 と し た 理 由



別紙様式２

指 名 競 争 参 加 業 者 選 定 審 査 記 録

（整理番号 ）

開 催 年 月 日

出 席 者

申 請 課 等

納入等予定品目等

審 査 内 容

参 考 資 料

備 考


